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平成25年冬季ボーナス支給予定に関するアンケート
筑波総研株式会社　主任研究員　國 安 陽 子 　

調査実施方法の概要
• 調査時期：平成25年11月下旬～12月下旬
•調査方法：「第41回茨城県内企業景気動向調査」の実施時に、特別調査として郵送による記名式アンケー

ト方式で実施した。
•調査対象企業：茨城県内主要企業988社、うち回答企業数507社

調査結果の概要
• ボーナス支給予定の有無、前年に比べた支給額の増減、支給に際して重視する事項を聞いた。
•支給予定のある企業は、全産業で74.8％、業種別では、製造業は74.2％、非製造業は75.0％。
• 支給額を増加する予定の企業の割合は、全産業で21.1％、業種別では、製造業は21.4％、非製造業は
21.0％で、減少する予定の企業の割合を上回った。
•夏季ボーナス支給時に比較し、業種別、地域別、規模別全てで、支給額を増加する企業の割合も減少す
る企業の割合も増加した。同条件化の企業の差が開いていることがうかがえる。
•支給に際し重視する事項は、全産業で、第１位：現在の企業全体の業績、第２位：従業員の個人別評価、
第３位：従業員の士気高揚である。夏季と同様、現時点の企業の業績が最も重要視されているが、第２
位、第３位は、従業員本位の事項が重視されている。

調査内容
１．平成25年冬季ボーナスを支給しますか。
（１）業種別

○74.8％の企業がボーナス支給を予定し、うち21.1％の企業が昨年より支給額を増加する予定である。
○ボーナス支給に際し重視する事項は、第1位：現在の企業の業績、第2位：従業員の個人別評価、
第3位：従業員の士気高揚である。

製造業
食料品
繊維

木材・木製品
金属製品
機械

その他製造業
非製造業
建設業
卸売業
小売業
運輸業

情報通信業
飲食業

サービス業他

全産業
（％）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

25.274.874.8
25.874.274.2

40.959.159.1
0.00.0

0.00.0

28.671.471.4
22.277.877.8
24.076.076.0
24.175.975.9
25.075.075.0
19.480.680.6

27.172.972.9
30.869.269.2

34.365.765.7

18.381.781.7
66.733.333.3

100.0100.0

100.0100.0
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　全産業では、支給予定のある企業が74.8％、支給予定のない企業が25.2％となり、支給する企業が支
給しない企業を上回った。業種別には、製造業は支給予定のある企業が74.2％、支給予定のない企業が
25.8％、非製造業は支給予定のある企業が75.0％、支給予定のない企業が25.0％となった。
　平成25年夏季ボーナス支給予定との比較では、支給予定のある企業の割合は、全産業は0.6％ポイン
ト増加した。製造業は2.0％ポイント減少し、非製造業は1.6％ポイント増加した。

（２）地域別

　地域別では、支給する予定の割合が高い順に、県央地域82.1％、県南地域76.1％、鹿行地域・県北地
域73.3％、県西地域70.9％である。
　平成25年夏季ボーナス支給予定との比較では、支給予定のある企業の割合が増加したのは県南地域、
県央地域、減少したのは県西地域、鹿行地域、県北地域である。

（３）規模別

　従業員数で分けた企業の規模別では、支給する予定の割合が高い順に、300人以上の企業94.1％、30
～99人の企業83.9％、100～299人の企業80.0％、30人未満の企業69.8％である。
　平成25年夏季ボーナス支給予定との比較では、支給予定のある企業の割合が増加したのは30人未満の
企業のみで、他の規模は割合が減少した。

２．昨年度の冬季ボーナスに比べて支給額は増加しますか、減少しますか。
（１）業種別

全産業
（％）

製造業
食料品
繊維

木材・木製品
金属製品
機械

その他製造業
非製造業
建設業
卸売業
小売業
運輸業

情報通信業
飲食業

サービス業他
0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

増加する 横ばい 減少する 回答なし

25.025.0 67.1 7.9
25.025.00.075.0

60.060.0 20.0 20.0
4.44.417.465.213.013.0

17.817.8 68.9 13.3
0.085.714.314.3

22.822.8 70.9 6.3
0.80.88.270.021.021.0

20.520.5 61.3 18.2
21.152.626.326.3

17.917.9

33.333.3 66.7 0.0
15.453.830.830.8

21.421.4 57.1 19.6 1.91.9
1.11.111.666.221.121.1

50.0 25.0 7.17.1
20.080.00.0

0.0

30人未満
30～99人

100～299人
300人以上

全　体（％）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

74.8 25.2
69.8

83.9
80.0

94.1

30.2
16.1
20.0

5.9

県南地域
県西地域
鹿行地域
県央地域
県北地域

全　　体（％）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

74.874.8
76.176.1
70.970.9
73.373.3
82.182.1

73.373.3

25.2
23.9
29.1
26.7
17.9

26.7
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　全産業では、支給額が増加する予定の企業が21.1％、減少する予定の企業が11.6％、昨年度に横ばい
の企業が66.2％となり、増加する企業が減少する企業を上回った。業種別には、製造業は増加する予定
の企業が21.4％、減少する予定の企業が19.6％となり、非製造業は、増加する予定の企業が21.0％、減
少する予定の企業が8.2％となり、製造業・非製造業ともに増加する予定の企業が減少する予定の企業
を上回った。
　平成25年夏季ボーナス支給予定との比較では、全業種、製造業、非製造業ともに、増加する予定の企
業および減少する予定の企業の割合が増加し、横ばいの予定の企業の割合が減少した。

（２）地域別
 

　地域別には、支給額が増加する予定の企業の割合が高い順に、県央地域41.3％、県北地域22.7％、県
西地域20.0％、県南地域18.7％、鹿行地域9.1％である。

（３）規模別

　従業員数で分けた企業の規模別では、支給額が増加する予定の企業の割合が高い順に、100～299人の
企業42.8％、30～99人の企業29.8％、300人以上の企業18.8％、30人未満の企業14.7％である。

３．ボーナス支給に際し、重視した事項を教えてください。（回答は1社3つ以内）
（１）業種別

30人未満
30～99人

100～299人
300人以上

全　体（％）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％
増加する 横ばい 減少する 回答なし

18.818.8 68.8 6.3 6.16.1
17.939.342.842.8

29.829.8
14.714.7 72.3
21.121.1 66.2

11.7
11.6

1.31.3
1.11.1

59.6 10.6

県南地域
県西地域
鹿行地域
県央地域
県北地域

全　　体（％）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％
増加する 横ばい 減少する 回答なし

22.722.7
41.341.3 54.4 4.3

13.6
2.12.114.763.220.020.0

18.718.7 73.3 7.3 0.70.7
1.11.111.666.221.121.1

77.39.19.1

50.0 25.0 2.32.3

製造業
食料品
繊維

木材・木製品
金属製品
機械

その他製造業
非製造業
建設業
卸売業
小売業
運輸業

情報通信業
飲食業

サービス業他

全産業（企業数）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

9494
3434 51 8 34 2929 43 46 1010

11377721533
11 1 0 22
22 3 1 1 2 0

44121166931566
99 9 9 55 11

33221877123181313
6060 120 36 51 100100 87 97 2121
1919 33 12 16 2929 25 31 44
77 18 3 8 1717 8 13 4
1212 19 7 7 17 17 16 33
77 10 3 3 1212 7 7 22

11 5 0 1 2 1 110
22 1 0 11 1

1212
1 11

34 11 16 2424 27 28 66

5 50

2 22
1 2 11

171 44 85 129129 130 143 3131
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（２）地域別

（３）従業員数別

県南地域
県西地域
鹿行地域
県央地域
県北地域

全　　体（企業数）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

9494
4545 63 11 32 5454 44 55
2323

1616
35 10 20 3131 37 32 66

99 9 1515 14 15 6617 8
77 30 6 11 1616 18 24 22
1010 26 9 13 1313 17 17 11

171 44 85 129129 130 143 3131

30人未満
30～99人

100～299人
300人以上

全　体
（企業数）

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

9494 171 44 85 129129 130 143 3131
5252 97 24 45 8080 80 83 2121
3030 51 13 30 3535 39 41 66
88 11 3 7 1010 6 14 22
44 12 4 3 44 5 5 22

1 位 2 位 3 位
全産業 現在の企業全体の業績 従業員の士気の高揚 従業員の個人別評価
製造業 現在の企業全体の業績 従業員の士気の高揚 従業員の個人別評価

非製造業 現在の企業全体の業績 昨年度の支給実績 従業員の士気の高揚

1 位 2 位 3 位
県南地域 現在の企業全体の業績 従業員の士気高揚 昨年度の支給実績
県西地域 従業員の個人別評価 現在の企業全体の業績 従業員の士気高揚

鹿行地域 現在の企業全体の業績 昨年度の支給実績
従業員の士気高揚 ―

県央地域 現在の企業全体の業績 従業員の士気高揚 従業員の個人別評価

県北地域 現在の企業全体の業績 従業員の個人別評価
従業員の士気高揚 ―

1 位 2 位 3 位
30 人 未 満 現在の企業全体の業績 従業員の士気高揚 昨年度の支給実績
30 ～ 99人 現在の企業全体の業績 従業員の士気高揚 従業員の個人別評価
100～299人 従業員の士気高揚 現在の企業全体の業績 昨年度の支給実績

300人以上 現在の企業全体の業績 従業員の個人別評価
従業員の士気高揚 ―
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